
 

 

 

【韓国】 総合指数は 2.8％安と 7週ぶり反落、2100ポイントを割る場面も 

先週の動き／今週の展望 

総合指数は週間で 2.8％安と 7週ぶりに反落。米中貿易協議の先行き不透明感や香港情勢の緊迫化を背景に総じて軟調

な展開となった。指数は週初から 4日続落。21日は終値で心理的節目の 2100ポイントを下回り、10月 31日以来、3週

ぶりの安値で引けた。前週末に約 6カ月ぶりの高値をつけた後

とあって、利益確定の売りが出やすかったほか、26日大引け後

に発効する MSCI 新興国市場指数のウエート引き下げを前に、

持ち高を調整する動きも広がった。22日は 5日ぶりに反発。中

国が北京での閣僚級通商協議の開催を提案したことなどが伝わ

り、米中貿易協議に対する悲観ムードがやや後退した。今週も

引き続き米中協議を巡る関連報道に左右される展開が続くと予

想する。29日には中央銀行が基準金利を発表する予定。 

 

【ロシア】 RTS指数は 0.4％高と反発、今週は米中協議次第で神経質な展開か 

先週の動き／今週の展望 

RTS株価指数は週間で 0.4％高と反発。好調な企業決算や原油価格の上昇が相場の支援となった。週明け 18日は米中

通商合意への楽観論後退や原油価格の下落などが嫌気され、RTS指数は前営業日比 0.4％安と下落したものの、その後は

好調な企業決算や原油相場の持ち直しを背景におおむね堅調

に推移。ただ、米中通商協議の先行き不透明感や利益確定売り

を受け、上値では伸び悩んだ。個別銘柄では、資源・エネルギ

ー銘柄のノバテクと MMC ノリリスクニッケルが 1％超下落し

た一方、モスクワ取引所（5.1％高）、鉄鋼のセヴェルスターリ

（2.3％高）のほか、株式売り出しによる流動性向上が好感され

た天然ガスのガスプロム（1.6％高）の上昇が指数を押し上げた。

今週は米中通商協議の動向をにらみ、神経質な展開か。 

 

【ベトナム】 ベトナム指数は 3.2％安と大幅続落、今週は押し目買いが相場を支え

るか 

先週の動き／今週の展望 

VN 指数は週間で 3.2％安と大幅に続落。米中通商合意への不透明感を背景に投資家のリスク回避姿勢が強まり、約 2

カ月ぶりの安値をつけた。週明け 18 日は米中通商協議の行方をめぐる楽観論の後退や香港の政情不安を背景に、VN 指

数は前営業日比 0.7％安と前週の 13 日から 4 日続落。19 日は

金融株が買われ、指数は 0.5％高と反発したが、その後は不動

産株や金融株の下落が相場の重しとなった。指数は 22日まで 3

日続落し、977.78 ポイントで終了。9 月 12 日以来、約 2 カ月

ぶりの安値で引けている。個別銘柄では、サイゴンビール・ア

ルコール飲料（6.7％安）、ベトコムバンク（4.7％安）、ビング

ループ（2.8％安）などの下落が指数を押し下げた。今週は米中

通商協議の行方をにらみつつ、押し目買いが相場を支えるか。 
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【インドネシア】 
【先週の動き／今週の展望】ジャカルタ総合指数は 0.5％

安、中央銀行が政策金利の据え置きを決定 

ジャカルタ総合指数は週間で 0.5％安と 4 週続落。週後半の

下落が痛手だった。週初の 18 日は買い材料に乏しく反落した

が、19 日は金融株の一角が買い戻されて反発。20 日は中央銀

行の金融政策決定会合を翌日に控えた様子見で小幅な値動き

だった。21日は中銀が市中銀行に対する預金準備率の引き下げ

を決定したものの効果は薄く、指数は 3日ぶりに反落。前回ま

で 4 会合連続で引き下げられた政策金利は 5.0％に据え置かれ

た。22日も方向感に乏しく続落して引けている。今週は国内の

重要イベントが少なく、パウエル FRB 議長の講演や中国で発

表される 10月の工業部門企業利益が指数を左右する展開か。 

 

【タイ】 

【シンガポール】 

【マレーシア】 

【先週の動き／今週の展望】ストレーツタイムズ指数は

0.4％安、今週は 26日に 10月の鉱工業生産発表 

ストレーツタイムズ指数は週間で 0.4％安と続落。週末に反

発したが補えなかった。18日は 10月の非石油地場輸出が前年

同月比 12.3％減と 8カ月連続で前年の水準を下回ったものの、

来年度予算案に追加の景気対策が盛り込まれるとの観測が強

まり、指数は続伸。ただ、19日に反落すると、その後は軟調な

値動きが続き、21日は米中貿易交渉の部分合意の遅れが嫌気さ

れ、終値で節目の 3200ポイントを割り込んだ。一方、22日は

中国の習近平国家主席が米中協議の進展に意欲を示したこと

が好感され、前日比 1.0％高と反発した。今週は 25 日の 10 月

の CPIに続き、26日には同月の鉱工業生産が発表される予定。 

 

【先週の動き／今週の展望】SET 指数は 0.3％安、7－9 月

期の GDP成長率は前年同期比 2.4％ 

SET指数は週間で 0.3％安と続落。週半ば以降は終値で 1600

ポイントを下回る水準での軟調な値動きだった。週初の 18 日

は 7－9月期の GDPが前年同期比 2.4％増と市場予想からやや

下振れしたものの、追加の景気刺激策への期待感が高まった効

果で指数は 4 営業日ぶりに反発。ただ、勢いは続かず 19 日に

反落すると、20日には終値で節目の 1600ポイントを割り込ん

だ。21 日は 10 月の輸出額（通関ベース）が前年同月比 4.5％

減と 3 カ月連続で前年の水準を下回った影響で指数は 3 日続

落。ただ、22日は金融株の一角が買われ、反発して取引を終え

ている。今週は 27日に 10月の鉱工業生産が発表される予定。 

 

【先週の動き／今週の展望】クアラルンプール総合指数は

0.1％高、1600ポイントを挟んだもみ合い 

クアラルンプール総合指数は週間で 0.1％高と小幅に反発。

1600ポイントを挟んでもみ合った 1週間だった。週初の 18日

は中国人民銀行（中央銀行）が 7日物リバースレポの金利を引

き下げたことが買い材料視されて指数は続伸。19日は米国が中

国ファーウェイに対する禁輸措置の一部猶予を延長した効果

で買われた。ただ、20日に原油価格の下落を受けて 4営業日ぶ

りに反落すると、21日は米国の上下両院で香港人権法案が可決

され、米中関係の悪化に対する懸念が広がった影響で続落。22

日は反動で買い戻されて引けた。今週は国内の重要イベントが

少ない中、終値で 1600ポイントを回復できるかが焦点になる。 
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